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氏名 ○ ○ ○ ○ 印

研究分野 研究内容のキーワード

教育上の能力に関する事項

事項 年月日 概要

１ 教育方法の実践例

２ 作成した教科書・教材

３ 教育上の能力に関する大

学等の評価

４ その他

職務上の実績に関する事項

事項 年月日 概要

１ 資格、免許

２ 特許等

３ 実務の経験を有する者に

ついての特記事項

４ その他

研究業績等に関する事項

著書、学術論文等の名称

単著

共著

の別

発行又

は発表

の年月

発行所、

発行雑誌等又

は発表学会等

の名称

概要

（著書）

１ 『世紀末までの大英

帝国－近代イギリス

社会生活史素描』

２ 『講座・英国文化の

世紀』（全 5 巻）

第 1 巻『新帝国の開花』

第 2 巻『帝国社会の諸相』

第 3 巻『女王陛下の時代』

第 4 巻『民衆の文化誌』

単著

共著

昭和62年4月

平成 8 年 1 月

～5 月

平成 8 年 4 月

平成 8 年 1 月

平成 8 年 3 月

平成 8 年 1 月

法政大学出版

局

(12,265, 25p.）

研究社出版

(viii, 236p.）

(viii, 242p.）

(viii, 240p.）

(viii, 240p.）

名誉革命期から 19世紀末までの三大階級（ジ

ェントルマン、ミドルクラス、労働者階級）の

暮らしと文化の変遷を、教育、芸術、レジャー、

宗教、社会運動などの側面から浮き彫りにした

社会生活史研究。1987 年度サントリー学芸賞

（社会風俗部門）受賞。

共編（松村昌家・川本静子・長島伸一・村岡健

次）注【当該著書等に記載された順に記入す

ること】

英国史、英文学の専門家 43 名が、ヴィクト

リア朝の社会と文化を多角的に検討した学際

的論文集。第 1 巻は産業革命がもたらした光と

影、第 2 巻は都市化による民衆生活の明暗、第



第 5 巻『世界の中の英国』

３

平成 8 年 5 月 (x, 238p.） 3 巻は最盛期の祭典と繁栄の陰の姿、第 4 巻は

民衆の教育と娯楽の実像と虚像、第 5 巻は大英

帝国の崩壊と新しい時代の息吹きを説いてい

る 。

「はしがき」第 2 巻（pp.ⅰ-ⅳ）、「ヴィクト

リア女王と王室」第 3 巻（pp. 3-25）、「ナショ

ナル・トラスト運動の歩み」第 5 巻（pp. 73-96）。

注【本人の担当部分を記入すること】

（学術論文）

１ 「貨幣の資本への転

化－『資本論』第 1 巻

第 2 篇の検討」

２ 「自由大学運動の歴

史的意義とその限界」

（査読付）

３ 「上田小県地域の青

年団活動と『社会的教養』

─『西塩田時報』を中心

に」

単著

単著

単著

昭和51年3月

平成 18 年 8 月

平成20年9月

（修士論文）

『経済志林』〔法

政大学経済学

会〕第 74 巻第

1・ 2 合併号、

（pp.169-201）

『長野大学紀

要』第 30 巻第

２号

（pp.39-54）

『資本論』の「貨幣の資本への転化」論にお

ける難点を指摘し、理論の展開においても歴史

的基礎過程の検討を背後に置かなければなら

ない点を明らかにしたもの。

長野県から始まった自由大学運動の歴史的

意義を、特定の思想から自由な社会認識の深化

をめざした民衆の自己教育運動と捉え、高等教

育への準備教育が不充分であった点に限界を

みた論稿。平林千牧教授の退職記念号に投稿し

たもの。

これまで別々に研究されてきた上田自由大

学と上小地域の青年団が発行した「時報」は、

地域の中での「社会的教養」の涵養をめざすと

いう点で密接な関係があるということを、「西

塩田時報」を事例に明らかにした論稿。

（その他・論稿）

１ 「ヴィクトリア朝庶

民の消費生活」

単著 昭和 62 年 12

月

ポーラ文化研究

所『is』第 38 号

（pp. 37-39）

ヴィクトリア朝中期（1850～70 年代）の労

働者階級の暮らしぶりを、画家ホイスラーのエ

ッチングや、家事使用人の日記、当時の家計簿、

雑誌に描かれたイラストなどを使って浮き彫

りにしたもの。



２

３

（その他・研究報告）

１ 「地域情報メディア

とコミュニティの再

建」

２

３

単著

平成14年4月

『市民情報への

ユニバーサルア

クセス』〔1999

～2001 年度科

研費補助金研究

成果報告書〕

（pp.99-119）

近年のソシオ・メディア論に拠りながら、コ

ンピュータを介したコミュニケーション（ＣＭ

Ｃ）やパブリック・アクセス・チャンネル（Ｐ

ＡＣ）によって住民主体の地域情報化を可能に

しつつある先進事例を紹介し、地域再建の方途

を検討した論稿。


